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第１章 施設の複合化 
 

１ 複合庁舎建設による効果 

 

（１） 延べ床面積の縮減                                    

 

単独で設置した場合に必要な各棟の面積は以下の通りであり、全てそのまま複合化した場合

の合計面積は、以下の通りとなります。 

 

 

庁舎 約 9,000 ㎡（既設防災センター棟面積除く）   

公民館 約 2,000 ㎡ 

健康保健センター 約 800 ㎡ 

合計 約 11,800 ㎡ 

 

各建物を複合化することで重複する機能の共有が可能となり、上記の各施設合計面積である

11,800 ㎡から共有できる諸室の選定を行います。 

 

■共有可能な諸室の主な内容 

１）公民館の専有通路を除き、庁舎と共用部（エントランス、ロビー、ＥＶ、階段、水回り、機

械室等）は縮減可能と考えます。 

２）公民館のギャラリーは、庁舎のエントランスホールや情報発信コーナー等と共有可能と考え

ます。 

３）これからの庁舎に必要な町民利用を想定した多目的室は、公民館の多目的ホールと重複する

機能のため縮減可能と考えます。 

４）健康保健センターは、健診時に他エリアと区画して動線を確保する必要があることや、診察

室や検査用トイレ等の専用諸室が多いことから、専有区画としてまとまりのある平面計画

が必要と考えておりますが、共有部分等は縮減可能と考えます。 

 

以上により、縮減可能床面積は約 1,000 ㎡となりましたので、複合庁舎の延べ床面積を下記の

ように設定します。 

 

 

複合庁舎 約 10,800 ㎡（既設防災センター棟面積除く）  

 

 

表 1-1 各棟の延床面積 

表 1-2 複合庁舎の延床面積 
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（２） 費用の縮減                                   

 

概算工事費の算出については第１回検討委員会と同様、目安として他自治体の近年の庁舎建

設事例を参考に、現時点での１㎡あたりの費用を想定し（表 1-3）、工事費を算出しています。 

複合庁舎として建設する場合、床面積を縮減することができるため、１㎡あたりの概算工事費

を全て 64 万円（税抜）で算出したとしても、単独で建設する場合より建設費の縮減が見込まれ

ます。複合化による建設費の縮減額（見込み）は表 1-6 の通りとなります。 

 

 

庁舎・複合庁舎新築にかかる建設費 約 64 万円/㎡ 

公民館・健康保健センター新築 

にかかる建設費 
約 55 万円/㎡ 

大規模改修にかかる建設費 約 30 万円/㎡ 

仮設庁舎にかかる建設費 約 25 万円/㎡ 

解体工事費 約 3 万円/㎡ 

※この額には付帯工事費、解体費、設計費、備品類費用等は含んでいません。 

※大規模改修には、防水改修、構造クラック補修、外壁改修、内外建具改修、内装改修、設備

機器更新、昇降機新設を想定しています。 

※仮設庁舎にかかる建設費には解体費も含みます。 

※解体工事費にはアスベスト撤去費は含んでいません。 

※実際の工事発注に係る費用は、今後の設計における施設機能、規模、構造、耐震性能等によ

って差異が生じます。また建設する時期によって、近年の建設費（資材費、労務費等）『一

財）建設物価調査会による事務所ビル（鉄骨造）の建設費指数によると、ここ３年（2021 

年～ 2024 年）で建設工事費は 30％程度上昇』の更なる高騰が予想されます。 

 

 

庁舎新築にかかる建設費 9,000 ㎡×64 万/㎡×1.1 約 6,336 百万円   

中央公民館新築に 

かかる建設費 
2,000 ㎡×55 万/㎡×1.1 約 1,210 百万円 

健康保健センター新築に 

かかる建設費 
800 ㎡×55 万/㎡×1.1 約 484 百万円 

仮設庁舎にかかる建設費 （3,500 ㎡×2/3）×25 万/㎡×1.1 約 642 百万円 

本館・別館解体工事費 （3,500 ㎡＋840 ㎡）×3 万/㎡×1.1 約 143 百万円 

既存公民館解体工事費 1,600 ㎡×3 万/㎡×1.1 約 53 百万円 

合計  約 8,868 百万円 

 

 

表 1-3 庁舎整備にかかる１㎡あたりの概算工事費の目安 

表 1-4 庁舎・公民館・健康保健センター単独建設（A）にかかる概算工事費 （消費税 10％込） 

（消費税抜） 
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複合庁舎新築にかかる建設費 10,800 ㎡×64 万/㎡×1.1 約 7,603 百万円   

仮設庁舎にかかる建設費 （3,500 ㎡×2/3－150）×25 万/㎡×1.1 約 600 百万円 

本館・別館解体工事費 （3,500 ㎡＋840 ㎡）×3 万/㎡×1.1 約 143 百万円 

既存公民館解体工事費 1,600 ㎡×3 万/㎡×1.1 約 53 百万円 

合計  約 8,399 百万円 

 

 

複合化により縮減可能な建設費 8,868 百万円－8,399 百万円 約 469 百万円 

 

 

（３） メリットと課題                                   

 

各建物を単独で建設する場合に対し、複合庁舎として建設する場合のメリットと課題につい

て、以下にまとめます。 

 

■複合化によるメリットの主な内容 

１）町民の協働、交流の拠点として、多くの人が行き交い、賑わいのある施設の実現が可能 

２）町民が同じ建物の中で複数の施設を同時に利用できるので、利便性が向上する 

３）関係部署との連携が取りやすく、職員の業務効率性が向上する 

４）同じ敷地に集約できるため、必要な土地の面積が縮小される 

５）既設の防災センター以外は、建物が１棟に集約されるため、建設コストや維持管理コストの

縮減が可能 

 

■複合化による課題の主な内容 

１）各施設で必要となる駐車スペースの確保（特に健康保健センター健診時の運用） 

２）施設毎に開館時間が異なるため、それぞれの出入口やセキュリティの強化が必要 

３）調理室からの匂い漏れや大きな音が出る講座利用時の音漏れ 

４）施設規模が大きくなり、動線が長くなることによる利便性の低下 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-6 縮減される建設費 

表 1-5 複合庁舎建設（B）にかかる概算工事費 （消費税 10％込） 

（消費税 10％込） 
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２ 新庁舎＋既存本館大規模改修（中央公民館・健康保健センター機能）による効果 

 

（１） 延べ床面積の縮減                                  

 

中央公民館と健康保健センターは複合化されることから、共用部（エントランス、機械室）の

重複が発生します。しかしながら、本館は既存施設であり各階平面の縮小や、延床面積の縮減が

できないため、２施設を複合化しても床面積は縮減できないと考えます。 

表 1-1 より単独で建設した場合の各棟の必要面積をふまえ、本館を大規模改修して中央公民館

および健康保健センターとして整備する場合の必要な面積は、以下の通りとなります。 

 

 

施設名称 延床面積 

庁舎（新築） 約 9,000 ㎡ 

本館（大規模改修） 約 3,500 ㎡ 

合   計 約 12,500 ㎡ 

 

 

（２） 費用の縮減                                  

 

「表１-3 庁舎整備にかかる１㎡あたりの概算工事費の目安」により算出した、本館の大規模

改修と庁舎新築にかかる概算工事費を表 1-8 に記載します。 

表 1-4 に記載した単独建設にかかる概算工事費と比較して、本館を中央公民館および健康保

健センター機能として活用することによる建設費の縮減額（見込み）は表 1-9 の通りとなりま

す。 

 

 

大規模改修にかかる建設費 3,500 ㎡×30 万/㎡×1.1 約 1,155 百万円 

庁舎新築にかかる建設費 9,000 ㎡×64 万/㎡×1.1 約 6,336 百万円 

仮設庁舎にかかる建設費 （3,500 ㎡×2/3－150）×25 万/㎡×1.1 約 600 百万円 

既存別館解体工事費 840 ㎡×3 万/㎡×1.1 約 28 百万円 

既存公民館解体工事費 1,600 ㎡×3 万/㎡×1.1 約 53 百万円 

合計  約 8,172 百万円 

 

 

複合化により縮減可能な建設費 8,868 百万円－8,172 百万円 約 696 百万円 

表 1-7 各施設の必要面積 

表 1-8 本館の大規模改修と庁舎新築（C）にかかる概算工事費 

表 1-9 縮減される建設費 

（消費税 10％込） 

（消費税 10％込） 
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（３） メリットと課題                                  

 

複合庁舎として新築する場合に対し、本館を公民館と健康保健センターに大規模改修して活

用する場合のメリットと課題について、以下にまとめます。 

 

■大規模改修によるメリットの主な内容 

１）複合庁舎に比べて建設コストが小さくなるため、初期事業コストを抑制できる 

２）既存建物の有効活用により、新築に比べて CO2 排出量が抑えられ、脱炭素社会の実現に貢献

できる 

３）20 年後の建替え時、町の状況を踏まえて適切な機能・規模で計画できる 

４）公民館、健康保健センターを必要面積より広く計画できる 

 

■大規模改修による課題の主な内容 

１）新庁舎建設後に、既存庁舎本館を大規模改修し公民館・健康保健センターの整備となるため、

公民館・健康保健センターの供用開始時期が遅れ、公民館については、供用開始までの維持

管理費の増加、健康保健センターについては、未整備の期間が長くなる等の懸念がある 

２）複合庁舎に比べ建物棟数が多くなり、渡り廊下の接続が増えるため、動線が長くなる 

３）公民館・健康保健センターのレイアウト自由度が低くなる 
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３ 複合化案の比較 

 

（１） 面積と建設費の比較                                    

 

庁舎・公民館・健康保健センター単独建設する場合と、複合庁舎を新築する場合、庁舎を新築

し本館を公民館と健康保健センターに大規模改修する場合の比較は以下となります。 

 

 

延床面積 11,800 ㎡(A)－10,800 ㎡(B) 約 1,000 ㎡減 

縮減可能な建設費 （表 1-6）より 約 469 百万円（税込）減 

 

 

延床面積 11,800 ㎡(A)－12,500 ㎡(C) 約 700 ㎡増 

縮減可能な建設費 （表 1-9）より 約 696 百万円（税込）減 

 

 

延床面積 10,800 ㎡(B)－12,500 ㎡(C) 約 1,700 ㎡増 

縮減可能な建設費 （表 1-5）－（表 1-8）より 約 227 百万円（税込）減 

 

【複合庁舎整備（B）】の場合と比べて、【本館の大規模改修と庁舎新築（C）】する場合は、延

床面積は 1,700 ㎡増加しますが、建設費は約 227 百万円（税込）縮減できる結果となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-10 単独整備（A）と複合庁舎整備（B）の場合の比較 

表 1-11 単独整備（A）と本館の大規模改修と庁舎新築（C）の場合の比較 

表 1-12 複合庁舎整備（B）と本館の大規模改修と庁舎新築（C）の場合の比較 
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（２） ライフサイクルコスト                                 

 

複合庁舎を新築した場合と、庁舎を新築し本館を大規模改修した場合で、ライフサイクルコス

ト※（以下ＬＣＣ）を試算して比較します。本館は、約２０年程度の長寿命化を図った大規模改

修を施すことにより、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に示される法定耐用年数５０

年（鉄筋コンクリート造）を加えた約７０年間利用することとし、その後解体して単独で 2,800

㎡の建替えをする想定とします。ＬＣＣの算出期間は３０年間とします。 

 

 

 

ここでも、「表 1-3 庁舎整備にかかる１㎡あたりの概算工事費の目安」により表 1-13 で複合

庁舎のＬＣＣ、表 1-14 で本館の大規模改修と庁舎新築にかかるＬＣＣの目安を記載します。な

お、ＬＣＣには、光熱水費、修繕費、維持管理費が含まれます。 

 

 

 

 

 

複合庁舎新築にかかる 

概算工事費 
表 1-5 より 約 8,399 百万円 

複合庁舎新築のＬＣＣ（30 年間） ＬＣＣ計算プログラムより 約 5,291 百万円 

合計  約 13,690 百万円 

 

 

本館大規模改修と庁舎新築にかかる 

概算工事費 
表 1-8 より 約 8,172 百万円 

本館部分のＬＣＣ（20 年間） ＬＣＣ計算プログラムより 約 1,134 百万円 

本館建替にかかる建設費 

（20 年後予定） 
2,800 ㎡×55 万/㎡×1.1 約 1,694 百万円 

本館建替部分のＬＣＣ（10 年間） ＬＣＣ計算プログラムより 約 311 百万円 

庁舎新築のＬＣＣ（30 年間） ＬＣＣ計算プログラムより 約 4,406 百万円 

合計  約 15,717 百万円 

※本館の建替えは、現本館の場所ではなく近隣に新設することとし、仮設施設は整備しない前

提で算出しています。 

 

３０年間分のＬＣＣを比較した場合、20 年後の本館建替にかかる建設費を含む大規模改修と

庁舎新築の方が、複合庁舎新築よりも約 2,027 百万円（税込）高くなる結果となります。 

表 1-13 複合庁舎新築にかかるＬＣＣ 

表 1-14 本館の大規模改修と庁舎新築にかかるＬＣＣ 

※ライフサイクルコスト：製品や構造物を取得、使用するために必要な費用の総額のこと。建物にお
いては、その企画、設計、施工から維持管理、修繕、解体、廃棄に至るまでの建物の生涯（ライフサイ
クル）に必要な経費の総額のこと。 

※(目標)７０年 －(本館築年数)４６年 －(整備まで目安期間)８年 ＝１６年 

よって、約２０年程度の長寿命化を図った本館の大規模改修を計画 

（消費税 10％込） 

（消費税 10％込） 
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（３） 課題の解消                                  

 

複合庁舎にした場合と、本館を大規模改修した場合のどちらも、庁舎は新築し、健康保健セン

ターは新たに整備することになり、現状抱える課題は全て解消できるため、ここでは中央公民館

が抱える課題の解消について、以下の表にまとめています。 

 

 

課題 
課題解消 

の可否 
備考 

(１) 耐震性・耐久性 〇 
官庁施の総合耐震計画基準で推奨される耐震安全性Ⅱ類以

上を満たし、耐震性・耐久性の確保が可能。 

(２) 老朽化 〇 
老朽化の解消に加え、最新の器具の導入により、ランニング

コストの縮減も可能。 

(３) 狭隘化 〇 

執務室における収納スペースの確保や、各室の可動間仕切、

備品の収納スペースを計画することによって、様々な用途や

目的に応じた使い方が可能となる。また、部屋数を確保する

ことで、町民が利用しやすい環境を整備できる。 

(４) 
バリアフリー 

への対応 
〇 

ＥＶやオストメイト対応トイレの設置等、県で定められた整

備目標を踏まえ、誰もが利用しやすい計画とすることが可能。 

(５) 
デジタル化 

への対応 
〇 

執務室はＯＡフロアとし、ＤＸに対応した機器導入を計画す

ることで、デジタル化に対応した利用環境の整備が可能。 

(６) 環境への配慮 〇 
省エネに配慮した設備機器の採用をするとともに、建物自体

の高断熱化を行うことで、エネルギー消費率の低減が可能。 

 

 

課題 
課題解消 

の可否 
備考 

(１) 耐震性・耐久性 〇 

本館の Is 値は 0.73 であり、官庁施設の総合耐震計画基準で

推奨される耐震安全性Ⅱ類の目標値(0.75以上) と近い数値

であり、耐震性・耐久性の確保は可能。 

(２) 老朽化 △ 

設備更新により解消される課題もあるが、改修に高額な費用

が発生する設備もある。建物自体においては、法定耐用年数

を過ぎているため、抜本的な解決は困難。 

(３) 狭隘化 〇 必要諸室の確保は可能。 

(４) 
バリアフリー 

への対応 
〇 

エレベータの増築と大規模な改修によりバリアフリー化を

図ることは可能。 

(５) 
デジタル化 

への対応 
〇 

執務室はＯＡフロア化することや、最新のプロジェクター機

器を設置する等、ＤＸに対応した機器の導入を計画すること

でデジタル化に対応することは可能。 

(６) 環境への配慮 △ 
最近の省エネ機器の採用により一部解消されるが、建物自体

の断熱性の改善は困難である。 

 

表 1-15 複合庁舎による課題解消の可否 

表 1-16 本館を大規模改修することによる課題解消の可否 

〇：解消可能 △：解消傾向にあるが不十分 ×：解消できない 
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第２章 庁舎等整備の財源 
 

１ 整備方法による財源の比較 

 

複合庁舎にした場合と、本館を大規模改修した場合の財源について、以下にまとめます。下記

に示す費用は概算工事費であり、仮設庁舎費用、解体工事費用を含み、外構造成等費用、備品費

用、移転費用、設計監理費等は含みません。 

 

（１） 概算工事費および財源                                  

 

 

項目 

整備方法 

備考 
 

複合庁舎新築 

庁舎は新築、 

公民館、健康保健センターは 

本館を大規模改修し利活用 

概算工事費（参考） ８４億円 ８２億円  

地方債 

（一般単独事業債） 
６３億円 ５３億円  

地方債 

（公共施設 

適正管理事業債） 

－ １０億円 

転用事業 

（庁舎の用途） 

普通交付税措置 

３０％ 

一般財源 ２１億円 １９億円  

 

 

２ 財源について 

 

庁舎等建設においては、原則として国の補助金等の適用がないため、主な財源は、地方債とな

りますが、国の補助金等が活用できないか、様々な視点から調査研究を行っていきます。 

 また、今後の財政収支見通しを見ながら、状況に応じて建設時期の延伸や基金の活用などを行

い、健全な財政運営に努めていきます。 

 

表 2-1 整備方法ごとの概算工事費および財源 （税込） 
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第３章 庁舎等整備のスケジュール 
 

１ 整備スケジュール 

 

（１） 複合庁舎                                   

 

 複合化した庁舎を新築する場合のスケジュールを以下にまとめます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今後の進捗状況や発注方法、設計・工事内容、開発の有無等によって変更する可能性がありま

す。 

 

 

（２） 新庁舎＋既存本館大規模改修（中央公民館・健康保健センター機能）                                  

 

 庁舎を新築し、本館を公民館と健康保健センターに大規模改修する場合のスケジュールを以

下にまとめます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今後の進捗状況や発注方法、設計・工事内容、開発の有無等によって変更する可能性がありま

す。 

 

 

図 3-1 複合庁舎を建設する場合のスケジュール 

図 3-2 新庁舎＋既存本館大規模改修した場合のスケジュール 



第４章 庁舎等整備の基本理念と基本方針 

- 11 - 

 

第４章 庁舎等整備の基本理念と基本方針（案） 
 

１ 庁舎等整備の基本理念 

 

現庁舎の現状と課題、将来の庁舎機能に求められる社会的要請等を踏まえ、より良い町民サー

ビスの提供、町民協働・交流の場としての充実、過去の震災経験を踏まえた町民にとって安全安

心な施設の実現を目指し、庁舎等を整備する上での基本理念を次のように設定します。 

 

 

 

 

 

２ 庁舎等整備の基本方針 

 

庁舎等整備の「基本理念」を具体化する方策として、実現すべき５つの基本方針を定めます。 

 

（１） 町民の利便性を高め、快適なサービスを提供する施設 

低層階に町民にとって利用頻度の高い窓口部署を集約配置し、ワンストップサービス化やＩ

ＣＴ技術の活用を図ることで、誰にとっても使いやすい施設を目指します。加えて、相談窓口に

ついても、プライバシーに配慮した話しやすい環境整備を目指します。 

 

（２） 地域に開かれた、協働と交流の拠点となる施設 

誰もが様々な目的で利用できるスペースを設け、憩いや交流の場として活用でき、気軽に立ち

寄れる施設を目指します。 

 

（３） 町民の安全・安心を守り続ける防災拠点となる施設 

大地震等の災害時でも行政機能を持続できる高い耐震性等を確保することで、災害に強い施

設を目指します。加えて、災害対策本部となる防災センターと接続させ、関係機関との迅速な連

携ができるよう配慮し、町民の安全・安心を守り続ける防災拠点となる施設を目指します。 

 

（４） 人と環境にやさしい施設 

あらゆる年齢層の方や障がい者、外国人等来訪する全ての人にとってわかりやすく、快適で安

心して利用できるようユニバーサルデザインの概念を取り入れた施設を目指します。 

加えて、再生可能エネルギーの有効活用を図り、環境負荷を低減する施設整備を行うことで、

ライフサイクルコストの縮減も図るとともに、カーボンニュートラルの実現を目指します。 

 

（５） 時代のニーズや将来変化に対応できる機能的で柔軟性のある施設 

行政需要の多様化や町民ニーズの変動等、様々な変化に対応できるよう必要な執務スペース

を確保するとともに、可変性に配慮した空間や設備システムの導入を図り、機能的で業務効率性

を高める施設を目指します。 

地域の安全・安心を守り、すべての人と環境にやさしい、 

成長しつづける町の拠点となる庁舎 
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３ 庁舎等に求められる機能・性能 

 

庁舎等整備における「基本方針」に基づき、新たに整備する庁舎等に導入すべきと考えられる

機能・性能等については、以下のとおりです。 

 

（１） 町民窓口・相談機能                                  

 

① 総合案内カウンター 

来訪者が気軽にお尋ねできるよう、総合案内カウンターを配置します。 

② わかりやすい案内表示 

初めて来訪される方にとってもわかりやすいサイン計画とします。 

③ プライバシーに配慮した相談 

プライバシーに配慮して、パーテーションによる相談ブースや個室タイプの相談室等を配置

し、相談内容に応じた相談場所の選択ができる、話しやすい環境を計画します。 

④ 子育て世代に配慮した機能 

子ども連れの方が利用しやすいように、キッズコーナーや授乳室、幼児用便器等を設置します。 

➄ 快適な待合環境 

来訪者が待ち時間を快適に過ごせるように、窓口の利用者数に応じてゆとりあるスペースを

計画します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4-1 わかりやすい案内表示の例 写真 4-2 プライバシーと子育て世代に

配慮した例 
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（２） 交流・協働機能                                   

 

① 町民の交流・憩いのスペース 

町民が気軽に立ち寄り、交流できるよう売店や休憩コーナー等を計画します。 

② 情報発信コーナー 

行政情報の提供や、各種団体等の活動ＰＲ、町の歴史やイベント情報等を紹介する情報発信コ

ーナーを計画します。 

③ 多様な活動に利用できる多目的室 

町民の方等がワークショップやイベント等に利用できる多目的室を計画します。 

④ フリーＷｉ-Ｆｉの導入 

 施設内のどこでもネット環境が整うよう、フリーＷｉ-Ｆｉの導入を計画します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 災害対策本部となる既存の防災センターと連携した防災拠点機能                                  

 

① 防災設備・ライフライン 

大規模な災害の際に、既存の防災センターと連携して防災拠点としての機能を持続するため、

電力や給排水等のライフライン確保ができる計画とします。 

② 業務継続性を確保する構造 

既存の防災センターと連携して防災拠点としての十分な役割を果たすことができるよう、業

務継続性を確保できる最良の構造形式の選定を行い、信頼性の高い施設を計画します。 

③ 防災中枢機能である既存の防災センターとの連携 

執行部と防災センターの災害対策本部が迅速に連携できる環境を整備し、災害時に防災セン

ターが指揮系統の中枢として機能を発揮できる計画とします。 

 

 

 

 

写真 4-4 多様な活動に利用できる多目的室 

の例 

写真 4-3 町民の交流・憩いのスペースの例 
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（４） 議会・行政執務機能                                  

 

① 利用しやすい傍聴席 

積極的に町民が傍聴できるよう、わかりやすい動線づくりや十分な席の確保に配慮した計画

とします。また、車椅子使用者用スペースを設け、誰もが傍聴しやすいようバリアフリー化を

図ります。 

② 議会運営に必要な諸室の確保 

議長室、委員会室、議員控室、議会図書室等必要な室数を確保した計画とします。 

③ 個人情報保護に配慮した執務空間 

個人情報漏洩防止等のプライバシー保護のため、職員同士の相談や打ち合わせスペースは、

町民の動線との離隔を意識した配置計画とします。 

④ フリーアクセスフロア 

今後のＤＸ化や将来のレイアウト変更に容易に対応できるよう、フリーアクセスフロアの導

入を計画します。 

⑤ ユニバーサルレイアウト 

組織改編や職員数の変化へ柔軟に対応できるよう、ユニバーサルレイアウトの導入を計画し

ます。 

⑥ 会議室・打合せスペース 

会議室や打合せスペースは、利用頻度に応じて適切に配置し、業務効率や生産性の向上を図っ

た計画とします。 

⑦ 働きやすさに配慮した職員専用エリア 

町民の視線が気にならない食事・休憩スペース、更衣室やロッカースペースの設置等、職員の

意見をふまえ、職員が働きやすい環境を計画します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4-5 ユニバーサルレイアウトの例 写真 4-6 議場と傍聴席の例 
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（５） 耐震性・安全性                                   

 

① 耐震安全性の分類 

国土交通省「官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説」において、対象とする施設の部位と分類

に応じて、耐震安全性の目標が定められています。 

 

 

 

部位 分類 耐震安全性の目標 

構
造
体 

Ｉ類 
大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標と

し、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られている。 

Ⅱ類 
大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく、建築物を使用できることを

目標とし、人命の安全確保に加えて機能確保が図られている。 

Ⅲ類 
大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全体の耐力の低下

は著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図られている。 

非
構
造
部
材 

Ａ類 

大地震動後、災害応急対策活動や被災者の受け入れの円滑な実施、又は危険

物の管理のうえで支障となる建築非構造部材の損傷、移動等が発生しないこ

とを目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られている。 

Ｂ類 
大地震動により建築非構造部材の損傷、移動等が発生する場合でも、人命の

安全確保と二次災害の防止が図られている。 

建
築
設
備 

甲類 
大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られていると共に、大

きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続できる。 

乙類 大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られている。 

 

② 耐震安全性の目標 

新たに整備する施設は、災害対策の拠点となる施設であることから、国土交通省及び熊本県の

ガイドラインにより定められた耐震安全性である、構造体「Ⅰ類」、建築非構造部材「Ａ類」、建

築設備「甲類」に相当する性能を持たせる方針とします。 

 

③ 構造形式  

災害対策の拠点となる施設は、地震力に対して建物の安全性を十分に確保する必要がありま

す。建物の構造形式は、耐震構造・制振構造・免震構造の３つの方式に区分されます。平成２３

年東日本大震災、平成２８年熊本地震では、免震構造は耐震構造と制振構造に比べ被害が少ない

ことが報告されており、改めて優位性が確認されました。また、制振構造は一般に高層、超高層

建築物において採用される構造であり、低層から中層までの建物では、十分な効果を発揮しにく

いとされることから、比較の対象外とします。以下に、耐震構造と免震構造について、大地震動

を受けた場合の状態等について比較したものを示します。今後、計画を進める中で、構造合理性

や経済性を十分に検討しながら構造形式を決定していきます。 

 

表 4-1 耐震安全性の分類と目標 
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構造形式 耐震構造（構造体Ⅰ類） 免震構造 

イメージ 

 

 

 

 

 

地震の揺れに耐える 

 

 

 

 

 

 

揺れを直接伝えない 

耐震性能の
確保 

・建築基準法の 1.5 倍の耐力を確保
し、構造体Ⅰ類とする。 

○ 
・免震装置により建物と地盤を切り

離し、Ⅰ類相当の性能を確保する。 
○ 

大地震時の
揺れ方 

・地震の揺れに合わせて激しく揺れ
る。 

△ ・大きな振幅で、ゆるやかに揺れる。 ○ 

大
地
震
後
の
状
態 

構造体 
・一般の建物よりも構造体の損傷を

抑えられる。 

△ 

・構造体の損傷は、ほぼ無被害とな
る。 

○ 

非構造
部材 

・残留変形が残り、扉等の開閉に支
障を生じる可能性がある。 

・内外装のひび割れ等、損傷部分の
復旧が必要となる。 

・内外装のひび割れは、ほとんど発
生しない。 

建築 
設備 

・一定期間設備機能を継続できるが、
補修を要する可能性がある。 

・基幹設備機能を継続でき、補修を
要する可能性は低い。 

その他 
・固定されていない家具や備品は、

転倒・落下の可能性が高い。 

・家具や備品の転倒や落下の可能性
は、大きく減る。 

・復旧が早く、余震があった場合も
業務が維持し易い。 

熊本地震の様
な2 回の 

大地震後の
構造体 

・損傷により機能維持できない可能
性がある。 

△ 
・軽微な損傷に抑えられる。ただし、

地震エネルギー吸収部材の疲労余
裕度の確保が必要。 

○ 

建物内部の
計画 

・耐力壁や筋交の設置もしくは柱や
梁を大きくする必要があり、建築
計画への制約が発生する。 

△ 

・免震効果を発揮する為の剛性が確
保できれば、一般の建物より耐震
要素を少なくでき、建築計画の自
由度は上がる。 

○ 

建物外周 
部分の 
計画 

・特に制約無し。 ○ 

・建物が動くため、外周に植栽・免
震エキスパンションジョイント等
もしくは立ち入り制限により、安
全対策を施す必要がある。 

△ 

コスト比 
(本体 

工事費) 

・コスト比(免震構造を 1.00 とした
場合) 約 0.95 

・免震構造に比べて約 5％安く抑え
ることが可能。 

○ 

・コスト比 1.00 
・他の構造形式に比べ、免震層の掘

削費・躯体費と、免震装置の費用
が追加される。 

△ 

 

 

 

 

 

表 4-2 耐震構造・免震構造の比較表 
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④ セキュリティ機能  

執務室は開放性を確保しつつ個人情報及び行政文書等の管理を徹底するため、職員以外のカ

ウンター内への入室を抑制する等、エリアゾーニングを明確に行います。また、エリア毎の開放

時間の違いに対応した明確なセキュリティ区分の設定や、ＩＣカードによる入退室管理、監視カ

メラの設置により、確実なセキュリティ機能を確保する計画とします。 

➄ 感染症対策機能 

感染症対策もふまえて自然換気が促進される計画とし、快適な環境づくりを計画します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） ユニバーサルデザイン                                  

 

① 案内表示・サイン 

誰にでもわかりやすい案内表示とするため、ピクトグラムや絵記号を用い、色や大きさ等の表

示方法を統一するとともに、設置の高さや大きさにも配慮します。また、外国人の利用も考慮し

て、多言語の案内表示等を計画します。 

② 多機能トイレ 

車椅子使用者も利用しやすい十分なスペースの確保や、オストメイトへの対応、ベビーチェア、

ベビーベッド等の配備等、誰でも利用できるトイレを設置します。 

③ 円滑に通行できる移動空間 

車椅子使用者やベビーカー利用者が余裕をもって通行できるよう、ゆとりある通路幅を確保

するとともに、施設内外の段差を解消できる計画とします。 

④ 誘導表示・音声案内 

窓口やエレベータ等は、誘導表示や音声での案内によりわかりやすい計画とします。 

➄ 使いやすいローカウンター 

高齢者、障がい者、子ども連れの方等に配慮したローカウンターを設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真 4-8 ローカウンターの例 写真 4-9 円滑に通行できる移動空間の例 

写真 4-7 ＩＣカードや手のひら認証による入退室管理の例 
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（７） 環境負荷低減性能                                       

 

① 先進環境技術の導入 

ＢＥＭＳ※、高効率機器、ＬＥＤ等の導入を検討し、ライフサイクルコスト低減やＺＥＢ※の

実現を目指します。 

② 再生可能エネルギーの有効活用 

 環境にやさしく、災害に強い施設の実現を目指し、太陽光発電等、再生可能エネルギーの積極

的な活用を図ります。 

③ エネルギー損失を抑える外皮性能 

外壁や窓等は断熱性・気密性を高め、外部環境の影響を受けにくくすることで、エネルギー損

失を抑え、環境にやさしい施設を目指します。 

 

 

 

 

図 4-1 グリーン庁舎イメージ図（グリーン庁舎基準及び同解説より） 

※これらの技術は費用対効果を見込み採用を検討します。 

※ＢＥＭＳ（ベムス）：「Ｂuilding ＥnergyＢuilding」の略称。施設全体のエネルギー使用量を一元
管理・分析し、自動制御により、建物のエネルギー消費を効率的に管理・最適化するシステムのこと。 

※ＺＥＢ（ゼブ）：「Ｎet Ｚero Ｅnergy nagement Ｓystem」の略称。建物のエネルギー消費を限りな
くゼロに近づけることを目指した建築物のこと。 



------------------------------------------------------- Ｍｅｍｏ ------------------------------------------------------- 
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